
１．事務事業の種類

２．事務事業の概要

502

 ③ 合　計 (① + ②)
 ④ 特定財源
(国･県支出金､市債など)

 ⑤ 一般財源 (③ - ④)

 臨時職員 (職員数)

 ① 事務事業の名称

効率的な行財政運営

平成28年度評価年度 平成29年度 対象事業年度事務事業評価シート

 所属・
 担当者氏名

企画政策部　法務情報課　情報管理係　松田恵司
評価責任者
（担当課長）

法務情報課長　島田　康貴

 ⑤ 根拠法令・条例等

 ⑥ 事務の種類

※概算人件費は「人件費計算シート」による

　 ③ 手段
  （どのようなやり方で）

　① 目的
  （何のために）

 ④ 関連する個別計画

　 ② 対象
  （誰・何を対象として）

市民及び市外からの利用者

 ② 整理番号汎用受付システム構築・運営・共同化事業

自治事務

市民等の利用者は、市役所や各施設に足を運ぶことなく、自宅から行政手続ができるため、住民
サービスの向上につながる。
一自治体が単独でシステムを開発・整備しようとすれば多額の費用が発生するが、県下全市町村
が共同で開発・運営するため、費用もかなり軽減される。

平成25年度 平成28年度

753

(0.07)502

 ③ 第４次総合計
     画の施策の体
     系

節

章

住民向けサービスの高度化号

項 高度情報化の基盤整備と住民サービスの推進

自立するまちづくり

住民の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図る目的で、奈良県と県内全市町村が相互
に連携し、共同で取り組む「奈良県電子自治体推進協議会」が平成16年10月に設立され、申請・
届出、講座申込、施設予約等の行政手続きのオンラインサービス（汎用受付システム）が平成18
年２月より稼働している。

市民及びその他の利用者が、自宅からインターネットを利用して、申請・届出、講座申込、施設予
約等を行う。

(単位：千円,人)３．投入された年間総事業費及び人件費の推移

平成26年度

1057

(0.07)

 　④ 成果
  （どのような効果を得ようと
   しているのか）

 嘱託職員 (職員数)

 一般職員 (職員数)

 ② 概算人件費

 ① 直接事業費

1,541

1039

(0.07)

(0.07)

502

502

1,227

(0.07)

1,559

平成27年度

1003

(0.07) 489

(0.07) 489

474

(0.07) 474

平成29年度

0

1,559

(予算) 722

1,227

1,492

1,492 01,541
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５．項目別評価

□　人件費の重点化□　予算の重点化 □　事業の縮小 □事業の統合 □実施内容の変更 □　その他

７．２次評価

A

　③効率性
   （コスト･受益者負担は適切ですか、
   不適切な場合改善の余地はありま
　 すか）

６．今後の方向性

Ａ

Ａ

3段階
評 価

　②有効性
   （成果は向上していますか、向上して
   いない場合向上のために改善の余地
   はありますか）

Ｂ

行政手続きのオンラインサービスを行うにあたり、奈良県電子自治体
推進協議会（奈良県及び県内の全市町村が共同設立）でシステムを
構築・運用し、システム開発の調整・研究を行う事業であり、妥当であ
る。

　①妥当性
   （目的及び市の関与は妥当ですか）

効率
指標

評 価 の 根 拠評 価 の 視 点

5

活動
指標

種類

成果
指標

４．評価指標

0

5

1

5

1

電子申請システムを整備するには多額の費用がいることから単独で
はなかなか難しい。しかし、県と市町村が共同でシステムを導入し、共
同で運営していくことにより、費用負担を減らせる。

平成１７年度から事業を開始しており、12年目に当たる。今年度末ま
でには施設予約を行う会館が１つ追加され、また子育てワンストップ
サービスに伴う電子申請が追加される予定。

0 00

具体的な改善内容・改善計画（「Ｂ 見直しのうえ継続」の場合に限る。）

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定

平成26年度

Ａ 現状のまま継続、Ｂ 見直し（重点化、縮小､統合など）のうえ継続、Ｃ 休止、Ｄ 完了・廃止

判　定 具体的な改善・見直しの内容（「Ｂ 見直しのうえ継続」 の場合に限る。）

平成27年度
指標の算出方法等

実　　績　　値

平成25年度

オンラインサービス件数 オンラインサービス件数

1受付可能施設数

空き情報公開施設数

受付可能施設数

空き情報公開施設数 5

指　　標　　名
平成28年度

1


